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五 血液製剤の適正使j削羊ついて

免疫グロブリン製剤の使用量は増加傾向にありl今後ー適正使用の推進が求め

られるoテルブミン製剤の使用量はl適正使用の推進の結果として-減少傾向に

あり,引き続きこの動向が維持される必要があるo

医療機関においてはl第七に示すとおり1血液製剤の適正使用に努めることが

必要である.また-国は1血液製剤の適正使用や輸血療法の実施等に関する指針

を医療機関に示してきたところであるが1医療機関における血液製剤の使用状況

について定期的に評価を行うなど,適正使用の推進のためのより効果的な方法を

検討するものとするo
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献血の推進に関する基本的な考え方

国ー地方公共団体,採血事業者,献血推進協議会1民間の献血推進組織等は1

,本方針に基づき定める献血推進計画を踏まえ,協力して,相互扶助及び博愛の精

神に基づき,献血推進運動を展開する必要があるoまた,その際には-献血につ

いて国民に正確な情報を伝え,そ甲理解と協力を得る必要があるo
今後の人口動態を考慮すると1献血可能人口が減少すると推走されていること

から,献血者を増やすため,特に若年層に対する普及.啓発を-層推進する必要
がある.p

また-四00ミリリットル全血採血及び成分採血は,献血量を確保しやすくな

るとともに,感染症等のリスクを低減させるなどの利点があるため,今後も, -

層の普及が必要であるo

二 噺血の推進に関する具体的な方策

国は,献血推進計画を策定し-献血推進のための基本的な施策を実施するもの

とする.具体的には,国民の献血-の理解を求める普及啓発を行うものとし,ま

たl都道府県による献血の推進1採血事業者による献血の受入れ及び献血者の保

護に対する協力等を行うものとするo

都道府県は,血液製剤の需給の状況を把握した上でl必要な血液童を推定し,

都道府県の区域を超えた広域的な人白移動も加味しつつl効果的な都道府県献血

ー推進計画を策定し-それに基づき献血を推進することが必要であるo具体的には,

住民の献血-の理解を深めること-広報や献血推進組織の育成等により献血を推

進するこ七,採血事業者の献血受入計画の実施が確保できるよう所要の措置を講

ずることが重要であるo

市町村は-国及び都道府県とともに献血を推進しlまた採血事業者による献血

の受入れが推進されるよう所要の措置を講ずることが必要であるo具体的には1
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